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～はじめに～ 

  

 

１月の内閣府月例経済報告によると、我が国の経済基調判断は、「景気は、輸出が引き続き弱含むなか

で、製造業を中心に弱さが一段と増しているものの、緩やかに回復している。先行きについては、当面

弱さが残るものの、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続

くことが期待される。」とされる一方、「通商問題を巡る動向、中国経済の先行き、英国のＥＵ離脱、中

東地域を巡る情勢等の海外経済の動向や金融資本市場の変動の影響に加え、消費税率引上げ後の消費者

マインドの行動に留意する必要がある。」としています。 

また、政府は、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」、「成長戦略実行計画」等に基づき、潜在成長

率の引上げによる成長力の強化に取り組むとともに、成長と分配の好循環の拡大を目指し、誰もが活躍

でき、安心して暮らせる社会づくりのため、全世代型社会保障を実現するとしています。また、消費税

率引上げ後の経済動向を引き続き注視するとともに、臨時・特別の措置を含む令和元年度予算を着実に

執行するとしているほか、相次ぐ自然災害からの復旧・復興の取り組みを加速しつつ、海外発の下方リ

スクを確実に乗り越え、民需主導の持続的な経済成長を実現していくため、「安心と成長の未来を拓く

総合経済対策」を着実に実行するとしています。 

本町の行政運営においては、このような国全体の経済状況や施策を注視しつつ、住民生活の安心安全

を確保するという地方自治体の責務を果たすとともに、本町が抱える様々な課題について、着実に対応

していかなければなりません。 

令和２年度予算においては、歳入に見合った歳出を念頭に中長期的な財政見通しを勘案しつつ、「第

５次多賀町総合計画」に基づく後期計画や各分野で策定した事業計画を着実に達成させ、子どもからお

年寄りまでが希望を持って、いきいきと心豊かに暮らせるよう編成を行ないました。 

教育・産業をはじめ各分野において、住民、関係者の皆さまとともに多賀町の将来像を検討する委員

会の開催や山間部地域の活性化に向けた協議・実践を重ねるなど、新しい取り組みが進んでおり、その

成果が大きな果実となるよう、予算や政策に反映しています。 

引き続き「質の高い住民サービスの提供」「効率的・効果的な事業の推進」を常に意識し、しっかりと

行財政運営を進めていきます。 

 

※新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、一部事業の延期や中止も生じる予定です。 

 



企業会計 16.3％ 

12 億 9,710 万円  

特別会計 23.5％ 

18 億 6,367 万円  

一般会計 60.2％ 

47 億 8,000 万円  

１ 予算の規模                        

 令和２年度の多賀町全体の当初予算額は、79 億 4,077 万円となりました。 

予算の内訳は、一般会計が 47 億 8,000 万円、各特別会計の合計が 18 億 6,367 万円、企業会計が 12

億 9,710 万円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計 

 町税、国や県からの補助金・交付金、手数料などの収入や、町が行う業務に必要な支出の処理をまと

めて行うために設けられた会計で、町のお金の流れの中心となっています。 

特別会計 

 一般会計とは別に設けられ、独立して運営される会計で、国民健康保険特別会計、介護保険事業特別

会計、後期高齢者医療事業特別会計、育英事業特別会計、農業集落排水事業特別会計などを設置してい

ます。 

企業会計 

 民間企業のように事業を行い、一般会計から独立して事業収益等で運営しています。多賀町では、水

道事業会計に加え、令和２年度から下水道事業特別会計も企業会計に変わりました。 
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予算規模の推移                                        

 一般会計の予算規模は、下のグラフのとおり推移しています。 

 当初予算の規模は、前年度から 2 億 2,900 万円増加し、47 億 8,000 万円となっていますが、国の幼

児教育・保育の無償化施策に伴う経費の増加が主要な要因となっています。 

 

 

 

前年度比較                                          

 各会計の前年度比較は、下表のとおりで全会計の合計では、令和元年度から 4 億 7,178 万円増加して

います。下水道事業会計は、国の政策により下水道事業経営の透明性を図るため、公営企業法の一部を

適用し、令和２年度から水道事業会計と同じく企業会計に変わっています。 

 

令和２年度
予算額

令和元年度
予算額

比較増減 増減率

4,780,000 4,551,000 229,000 5.0

国民健康保険特別会計 808,827 854,834 ▲ 46,007 ▲ 5.4

介護保険事業特別会計 873,077 856,840 16,237 1.9

後期高齢者医療事業特別会計 111,650 103,613 8,037 7.8

育英事業特別会計 3,964 3,964 0 0.0

びわ湖東部中核工業団地公共緑地維持管理特別会計 5,360 5,335 25 0.5

下水道事業特別会計 503,599 ▲ 503,599 皆減

農業集落排水事業特別会計 59,060 58,061 999 1.7

多賀財産区管理会特別会計 186 135 51 37.8

大滝財産区管理会特別会計 1,376 1,380 ▲ 4 ▲ 0.3

霊仙財産区管理会特別会計 173 173 0 0.0

特別会計　合計 1,863,673 2,387,934 ▲ 524,261 ▲ 22.0

水道事業会計 607,717 530,064 77,653 14.6

下水道事業会計 689,384 689,384 皆増

企業会計　合計 1,297,101 530,064 767,037 14.6

7,940,774 7,468,998 471,776 6.3

会計区分

一般会計

特別会計

合計

企業会計

単位：百万円 

（単位：千円） 
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２ 歳入予算（一般会計）                    

 歳入全体に占める割合は町税が最も多く、18 億 4,262 万円（1.9％増）で、収入全体の 38.5％を占め、

次いで地方交付税が 9 億 900 万円（8.9％増）で、19.0％を占めています。地方消費税交付金は、1 億

9,000 万円（31.9％増）で、うち社会保障財源分は、8,000 万円を見込んでいます。 

国県支出金は、15.7％を占めていますが、国庫支出金は、3 億 9,187 万円（14.1％増）で、スマート

ＩＣ整備事業や橋梁長寿命化事業に伴う社会資本整備総合交付金等が増額となりました。県支出金は、

3 億 5,616 万円（9.7％増）で、団体営農地防災事業補助金（ため池関係）が増加しています。 

継続して実施している子育て応援事業等に係る経費として、社会福祉基金から 2,262 万円を繰り入れ

るほか、財政調整基金から 1 億 5,000 万円を繰り入れます。  

町債は、3 億 4,760 万円（6.5％減）で 7.3％を占め、うち臨時財政対策債は、1 億 6,500 万円となっ

ています。 
自主財源は、24 億 7,237 万円で歳入全体の 51.7％を占めています。 

※詳細は、ｐ57「第 1 表 令和２年度一般会計歳入予算の状況」をご覧下さい。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分担金･使用料等 13.2% 

6 億 2,976 万円 

地方譲与税･県税交付金等 6.3% 

3 億 300 万円 

地方交付税 19.0% 

9 億 900 万円 

国県支出金 15.7% 

7 億 4,803 万円 

町債 7.3% 

3 億 4,760 万円 

町税 38.5% 

18 億 4,262 万円 

依存財源 

48.3% 

自主財源 

51.7% 
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税収の内訳                                                                                 

 町税は、令和元年度当初予算から 3,388 万円増の 18 億 4,262 万円となっています。 

 税収の内訳は下記のとおりとなっています。 

※詳細は、ｐ58「第 2 表 令和２年度一般会計税目別予算の状況」をご覧下さい。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町債の発行額と残高の推移                                   

 今の世代だけでなく、将来の世代にも負担をお願いすべき道路や学校などを建設する場合のように、

長期間にわたって利用することができ、多額の経費が必要なものの財源に充てるため、町が、政府・地

方公共団体金融機構・銀行などから長期的な借入を行っています。なお、借入残高のうち 24 億 5,962

万円は、臨時財政対策債分であり、通常の町債とは異なります。（臨時財政対策債は、国から地方自治体

に交付する地方交付税が不足するため、その代替財源として町債を発行するもので、返済額の 100％が

後年度の地方交付税で措置されます。） 

一般会計における借入額と借入残高の推移は、下記のとおりとなっています。 

 

 

385

739

659

547

445
413

725

356 382
348

4,296
4,578

4,915
5,096 5,165 5,218 5,347 5,302 5,319 5,212
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4,000

5,000

6,000

0

200

400

600

800

1,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

発行額 残高 単位：百万円 
残高 

借入額 

※令和元年度の数値は、見込額であり、決算額ではありません。令和２年度の数値は、当初予算額の数値です。 

個人住民税 17.8% 

3 億 2,780 万円 

法人住民税 20.4% 

3 億 7,602 万円 
固定資産税 57.4% 

10 億 5,872 万円 

軽自動車税 1.6% 

2,908 万円 

たばこ税 2.7% 

5,000 万円 

鉱山税 0.1% 

100 万円 

※詳細は、ｐ63「第 7 表 地方債の残高状況」をご覧下さい。 

-4-



３ 歳出予算（一般会計）                    

 令和２年度当初予算は、「第５次多賀町総合計画」に基づき、安心・安全なまちづくり、社会保障費に

必要な予算を最優先に確保した上で、「子育て支援、教育の充実」、「定住・移住促進、地域の元気づくり」

に重点配分しました。また、「多賀町まち・ひと・しごと創生総合戦略」や、各分野の事業計画に掲げた

事業の目標達成に向け、予算化を図りました。 

 普通建設事業費（投資的経費）については、令和元年度に引き続き、スマートＩＣ整備事業を実施す

るほか、道路整備事業や橋梁長寿命化事業については、既存の計画に基づき予算配分し、財源として国

の交付金を有効活用するほか、町債を発行し事業を実施します。 

 厳しい財政状況ですが、多賀町に活力と希望を与えられるよう、効果的・効率的な予算執行に努めま

す。目的別の予算内訳は、下記のようになっています。 

※詳細は、ｐ60「第 4 表 令和２年度一般会計目的別予算構成」をご覧下さい。 

 
 

 

 
 
 
 

議会費 1.5% 

7,202 万円 

総務費 11.5% 

5 億 5,162 万円 

民生費 29.2% 

13 億 9,681 万円 

衛生費 7.7% 

3 億 6,795 万円 
商工費 0.9% 

4,167 万円 

土木費 14.5% 

6 億 9,113 万円 

消防費 3.5% 

1 億 6,891 万円 

教育費 14.5% 

6 億 9,068 万円 

諸支出金 0.1% 

585 万円 

予備費 0.1% 

400 万円 

 公債費 10.3% 

4 億 9,321 万円 

農林水産業費 6.2% 

2 億 9,616 万円 
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歳出予算（目的別）                                      

 歳出予算を目的別に表すと左のページのようになりますが、その内容と前年度からの増減は下記のと

おりとなっています。 

（単位：千円） 

 

主な増減として、民生費では、民間事業者が建設する小規模保育所への補助のほか、国が進める幼保

無償化に伴う施設型給付費が増額となったため、増加となっています。 

土木費では、継続実施している交付金事業、町道修繕事業、国・県道改良事業負担金のほか、令和元

年度から着手しているスマートＩＣ整備事業費が増額となっており、増加となっています。 

 教育費は、新中央公民館駐車場整備事業が令和元年度に完了したことにより、前年度から大きく減額

となっています。 

 公債費は、平成２８年度発行債の据置期間終了に伴い、元金償還を開始するため、前年度より増額と

なっています。 

 

目的別 内容
令和２年度
当初予算額

令和元年度
当初予算額

比較増減 増減率

議会費
議会だよりの発行費や議員研修費等議会運営のための経費で
す。

72,019 71,583 436 0.6

総務費
庁舎の維持管理、政策企画経費、電算費、戸籍管理、税徴収

などの経費ほか、まちづくりや空き家・定住移住対策、公共
交通推進、人権政策も含まれます。

551,623 555,318 ▲ 3,695 ▲ 0.7

民生費
障害のある方や高齢者の方に対する福祉の充実、子育て支援
などの経費ほか、保育園、こども園や放課後児童クラブ経費

も含まれます。
1,396,811 1,209,864 186,947 15.5

衛生費
環境保全、廃棄物対策、疾病予防(検診)、健康診査、健康増

進などの経費です。
367,951 417,503 ▲ 49,552 ▲ 11.9

農林水産業費
農林水産業の振興を図るための支援や生産基盤整備などの経
費です。

296,156 276,701 19,455 7.0

商工費 商工業や観光の振興を図るための経費です。 41,665 46,348 ▲ 4,683 ▲ 10.1

土木費 道路や河川、公園などの整備・維持管理のための経費です。 691,131 416,274 274,857 66.0

消防費 消防や防災経費など災害対策のための経費です。 168,905 187,482 ▲ 18,577 ▲ 9.9

教育費
幼児教育・学校教育・生涯学習の充実、文化・スポーツ振興
などの経費です。

690,677 887,476 ▲ 196,799 ▲ 22.2

災害復旧費
大雨、暴風、地震などの災害により被災した施設を復旧する

ための経費です。当初予算では予算計上はありません。
0 0 0 -

公債費 町債の元金及び利子などを支払うための経費です。 493,212 467,659 25,553 5.5

諸支出金
他の支出科目に含まれない経費をまとめたもので、基金への

積立金があります。
5,850 10,792 ▲ 4,942 ▲ 45.8

予備費
予算編成時には予期しなかった支出に対応するための経費で
す。

4,000 4,000 0 0.0

合計 4,780,000 4,551,000 229,000 5.0
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歳出予算（性質別）                                      

 歳出予算を性質別に表したものが、下のグラフとなります。 

※詳細は、ｐ59「第 3 表 令和２年度一般会計性質別予算構成」をご覧下さい。 

 

 
 

 

 

 歳出のうち、その支出が義務づけられ、任意に削減できない経費は、義務的経費とよばれます。 

人件費、扶助費、公債費がこれにあたり、この割合が大きいとそれ以外の経費に予算をまわすこと

が難しくなり、財政が硬直化します。 

 
 

義務的経費以外 55.7% 

26 億 6,469 万円 

義務的経費 44.3% 

21 億 1,531 万円 

人件費 22.2% 

10 億 6,178 万円 

物件費 16.4% 

7 億 8,201 万円 

維持補修費 0.5% 

2,245 万円 

扶助費 11.7% 

5 億 6,032 万円 

補助費等 13.6% 

6 億 5,088 万円 

普通建設事業費 12.6% 

6 億 363 万円 

公債費 10.3% 

4 億 9,321 万円 

積立金 0.1% 

585 万円 

貸付金 0.0% 

116 万円 

繰出金 12.5% 

5 億 9,471 万円 

予備費 0.1% 

400 万円 
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歳出予算（性質別）                                      

 歳出予算を性質別に表すと左のページのようになりますが、その内容と前年度からの増減は下記のと

おりとなっています。 

 

（単位：千円） 

 

 

 人件費は、歳出の 22.2％を占めており、正職員数が４名増となったほか、令和２年度からスタートす

る会計年度任用職員制度の導入に伴い、大きく増額となっています。普通建設事業費は、スマートＩＣ

整備事業、絵馬通り線整備事業、橋梁長寿命化事業等のほか新規に民間保育所整備事業を計上していま

すが、中央公民館建設費が皆減し、減額となっています。物件費では、需要費で節減可能な経費につい

ては減額しているほか、会計年度任用職員制度の導入に伴い臨時職員賃金が皆減したため、減額となっ

ています。 

 

性質別 内容
令和２年度

予算額
令和元年度

予算額
比較増減 増減率

人件費
議員の報酬、職員の給与などの経費です。消防団員等の非
常勤の報酬や、会計年度任用職員の給与等もふくまれま
す。

1,061,783 788,432 273,351 34.7

扶助費
児童福祉法などの法令に基づいた児童手当などの支給、町
が単独で行う各種扶助（中学校卒業までの医療費無料化な
ど）のための経費です。

560,316 439,021 121,295 27.6

公債費 町債の元金および利子などを支払うための経費です。 493,212 467,659 25,553 5.5

投資的経費 普通建設事業費
道路、橋梁、学校など公共施設・公用施設の建設事業に必
要とされる投資的な経費です。

603,626 671,710 ▲ 68,084 ▲ 10.1

物件費
町の経費のうち、消費的性質を持つ経費です。旅費、消耗
品費、光熱水費などのほか、委託料、備品購入費も含まれ
ます。

782,013 982,351 ▲ 200,338 ▲ 20.4

維持補修費
道路、公共施設などを維持補修するために必要な経費で
す。

22,447 13,404 9,043 67.5

補助費等

町から他の地方公共団体（県、市町、一部事務組合など）
や民間団体、個人に対して交付する経費です。主なものと
して、講師謝金などの報償費、保険料などの役務費、負担
金・補助金および交付金（一般的な補助金）などが該当し
ます。

650,880 638,607 12,273 1.9

積立金
財政運営を計画的に執行するため、目的別や年度間財源調
整のために積み立てる経費です。

5,850 10,792 ▲ 4,942 ▲ 45.8

貸付金
地域住民の福祉増進や地域の振興を図るため、町が直接あ
るいは間接に現金の貸付を行うための経費です。

1,160 1,162 ▲ 2 ▲ 0.2

繰出金
一般会計、特別会計および基金の間で相互に資金運用をす
るものです。

594,713 533,862 60,851 11.4

予備費 緊急的かつ想定外の支出が生じた場合に備える経費です。 4,000 4,000 0 0.0

4,780,000 4,551,000 229,000 5.0

義務的経費

その他経費

合　　　　　計
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４ 主な特別会計予算                       

※ｐ61「第 5 表 令和２年度特別会計及び企業会計の予算状況」もご覧下さい。 

国民健康保険特別会計 ８億８８３万円（▲４，６０１万円 ▲５．４％）          

昨今の被保険者数の減少率から、被保険者数は前年度比７３人減の１，５３４人を見込んでおり、前

年度比５．４％減で予算化しています。また、平成３０年度から国保の財政運営の責任主体が滋賀県と

なったことから、県から示される標準保険料率、国保事業費納付金等を元に予算編成を行っています。 

歳入では、国民健康保険税は、被保険者数の減少を加味し、前年度より７２５万円減額の１億４，９

１５万円を見込んでいます。県支出金は、４，９４６万円減額の５億７，６１４万円を計上しています。

減額の主な要因は、１人あたり医療費の改善により医療機関へ支払う保険給付費が減少傾向のため、保

険給付費と同額が交付される保険給付費等交付金も減額で見込んでいるためです。 

一方歳出では、一般管理費を前年度とほぼ同額の１，５８６万円見込んでいます。また、一般管理費

では、令和２年度末から「マイナンバーカードの被保険者証化」、「被保険者証の個人単位化」等の制度

改正に対応するためのシステム改修費として２３０万円を計上しています。 

保険給付費においては、１人あたり医療費の減少を加味し、前年度比４，９２３万円減額の５億６，

０３９万円を見込んでいます。国保都道府県化により平成３０年度から滋賀県に納付することとなった

国民健康保険事業費納付金については、滋賀県全体の医療費が増加していることから前年度比３８８万

円増額の２億２４８万円を計上しています。 

国保被保険者の健康づくりに係る保健事業費については、前年度とほぼ同額の１，７５３万円を見込

んでいます。特定健診に係る費用として６１０名分、健診を受けた方に対して結果説明を行うための費

用として３７０名分、また、健診結果から生活改善が必要となった方を指導する費用として７２名分を

計上し、特定健診受診率向上及び病気の早期発見・早期治療に努めていきます。 

 

介護保険事業特別会計 ８億７，３０８万円（＋１，６２４万円 ＋１．９％）           

被保険者数（第１号）は２，５４０人、前年度と比較し１２人の増加で予算化しています。 

歳入では、介護保険料（平成３０～令和２年度基準額６，１００円）は、４１３万円減額の１億８，

５１７万円を見込んでいます。また、介護給付費に伴う国庫支出金４４９万円、支払基金交付金６０３

万円、県支出金２９２万円、一般会計からの繰入金６９１万円を増額し、介護予防事業参加費に伴う諸

収入はほぼ同額を見込んでいます。 

歳出では、総務費において、多賀町高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画策定のため、前年度

比２９３万円増の１，９３５万円を見込んでいます。 

介護給付費においては、居宅介護サービス給付費が１，０００万円、地域密着型介護サービス給付費

が６００万円、施設介護サービス給付費が５００万円の増額となり、介護給付費全体で２，１９８万円

増額の８億１，３０８万円となっています。 

 

後期高齢者医療事業特別会計 １億１，１６５万円（＋８０４万円 ＋７．８％）            

被保険者数は１，３６８人（６５歳以上７５歳未満の方で一定の障害の状態にある方は１７人）で前

年度と比較し、１５人の増加で予算化しています。 

歳入では、保険料は、被保険者数や医療費見込み等により算定し、６８１万円増加の  ８，１５９

万円を見込んでいます。 
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歳出では、医療費が増加傾向にあり、県全体では対前年比３．３％増の医療費を見込まれており、当

町の後期高齢者医療広域連合納付金は７８３万円の増額となっています。 

 

育英事業特別会計 ３９６万円（±０万円 ±０％）                     

前年度の給付実績を踏まえ、高校生２１人（７０００円/月）、大学生・専門学校生８人（１４，００

０円/月）分を予算化しています。 

 

びわ湖東部中核工業団地公共緑地維持管理特別会計 ５３６万円（＋３万円 ＋０．５％）       

団地内における草刈り等の維持管理事業を実施する経費を計上しています。 

 

農業集落排水事業特別会計 ５，９０６万円（＋１００万円 ＋１．７％）               

 使用料は、前年度より使用水量が減少したことにより３０万円減額し、５１９万円を見込んでいます。 

処理場の保守や真空ポンプ等の維持管理委託料が主な予算となっています。 

今後は、経年劣化による維持管理費の増大が予想されるため、既存施設の長寿命化による、ライフサイ

クルコストの低減を計画的に進めていきます。 

公債費は、地方債の発行がなく、元利均等返済のため、ほぼ同額を計上しています。 

 

水道事業会計                                          

収益的収支    収入 ：  ３億９，１２９万円（＋５，３３２万円 ＋１５．８％）               

支出 ：  ３億３，７４６万円（＋１，５７９万円 ＋４．９％）        

資本的収支      収入 ：       ５，００１万円（▲２，０００万円 ▲２８．６％）             

支出 ：    ２億１，６４３万円（＋２，４３３万円 ＋１２．７％）       

収益的収支の収入では、水道使用料・他会計補助金が増額となり、支出では、土田地区水源地整備に

伴う減価償却費の増額となっています。資本的収支については、他会計補助金を全額収益的収入に計上

したことにより減少しています。 

主な事業として、土田地区水源地取水施設整備工事及び導水管布設工事、一円地区配水管布設替工事

を予定しています。 

 

下水道事業会計                                          

収益的収支    収入 ：  ４億２，９６６万円                             

支出 ：  ４億２，４７５万円                          

資本的収支      収入 ：    １億３，２７６万円                          

支出 ：    ２億５，９７２万円                        

経営の健全化及び財務状況の明確化を図るため、下水道事業では令和２年度から公営企業会計を導入

し、将来にわたって安定したサービスの提供を目指します。 

収益的収支の収入では、使用料２億５，６３５万円を見込んでいます。支出では、維持管理費におい

ては、汚水処理にかかる流域下水道維持管理負担金１億９８９万円が主な予算となっています。 

資本的収支の収入では、企業債の借入金８，０００万円と、他会計出資金４，５７７万円が主なもの

となっています。支出では局地的な豪雨が発生していることに鑑み、雨水排水整備工事請負費を計上し

ています。 

-10-



      子
育

て
・教

育
の

充
実

 
出

産
～

乳
幼

児
小

・
中

学
生

高
校

生

・
特

定
不

妊
治

療
費

助
成

(男
性

不
妊

治
療

も
対

象
)

・
未

熟
児

養
育

医
療

費
助

成

・
妊

婦
健

康
診

査
費

助
成

・
出

産
奨

励
金

(第
3
子

5
0
,0

0
0
円

、
第

4
子

以
降

1
0
0
,0

0
0
円

)

・
お

食
い

初
め

セ
ッ

ト
（

町
産

木
製

）
贈

呈

・
育

児
用

品
購

入
助

成

(満
２

歳
ま

で
紙

お
む

つ
・

粉
ミ

ル
ク

2
,0

0
0
円

／
月

)

・
新

生
児

家
庭

訪
問

(生
後

1
～

3
ヶ

月
)

・
乳

幼
児

健
診

(定
期

)

・
に

こ
に

こ
広

場
・

わ
く

わ
く

ラ
ン

ド

・
の

び
っ

こ
教

室
・

元
気

っ
こ

教
室

・
歯

科
指

導
・

離
乳

食
教

室

・
病

児
・

病
後

児
保

育
(定

住
自

立
圏

事
業

)

・
小

中
新

入
学

助
成

(ラ
ン

リ
ュ

ッ
ク

・
ス

ポ
ー

ツ
バ

ッ
グ

・
通

学
ヘ

ル
メ

ッ
ト

)

・
臨

時
教

諭
・

特
別

支
援

員
に

よ
る

支
援

・
IC

T
を

活
用

し
た

授
業

・
外

国
人

講
師

に
よ

る
英

語
教

育
の

充
実

・
土

曜
講

座
の

開
催

(中
学

)

・
ニ

ュ
ー

ジ
ー

ラ
ン

ド
研

修
(中

学
・

選
考

有
)

※
令

和
２

年
度

は
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
拡

大
の

た
め

中
止

と
な

り
ま

し
た

。

・
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
(小

学
1
～

6
年

生
)

(支
援

の
必

要
な

児
童

・
生

徒
)

・
Ｇ

Ｉ
Ｇ

Ａ
ス

ク
ー

ル
構

想
の

推
進

・
育

英
資

金
事

業

奨
学

金
給

付

(選
考

基
準

有
)

児
童

手
当

、
医

療
費

無
料

化
、

臨
床

心
理

士
に

よ
る

相
談

 

園
、

学
校

、
地

域
と

の
連

携
、

子
育

て
応

援
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
 

 
 

子
ど

も
・

家
庭

応
援

セ
ン

タ
ー

 

子
育

て
・

発
達

相
談

、
児

童
虐

待
防

止
 

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー
(１

ヶ
所

) 

対
象

：
未

就
園

児
 

 

に
こ

に
こ

広
場

（
水

曜
、

登
録

料
 
1
0
0
0

円
）

 
 

 
わ

く
わ

く
ラ

ン
ド

（
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
ル

ー
ム

開
放

：
遊

び
場

・
語

ら
い

の
場

）
 

（
平

日
、

登
録

不
要

 
9
：

0
0
～

1
2
：

0
0
）

 

子
育

て
相

談
 

 

子
育

て
に

係
る

相
談

（
1
3
:0

0
～

1
4
:0

0
）

 

多
賀

さ
さ

ゆ
り

保
育

園
 

（
休

園
：

日
曜

・
祝

日
：

６
ヶ

月
か

ら
就

学
前

の
子

ど
も

）
 

基
本

保
育

時
間

 
8
：

0
0
～

1
6
：

0
0
 

（
早

朝
7
：

3
0
～

 
延

長
～

1
9
：

0
0
）

 

土
曜

保
育

時
間

 
8
：

0
0
～

1
2
：

0
0
 

（
早

朝
7
：

3
0
～

 
延

長
～

1
3
：

0
0
）

 

大
滝

た
き

の
み

や
こ

ど
も

園
 

（
休

園
：

土
曜

・
日

曜
・

祝
日

：
６

ヶ
月

か
ら

就
学

前
の

子
ど

も
）

 

長
時

部
基

本
保

育
時

間
 
8
：

0
0
～

1
6
：

0
0
 (

早
朝

7
：

3
0
～

 
延

長
～

1
9
：

0
0
) 

短
時

部
教

育
時

間
 

8
：

3
0
～

1
4
：

0
0
（

預
か

り
保

育
～

1
6
：

0
0
）

 

一
時

預
か

り
保

育
 

8
：

3
0
～

1
7
：

1
5
 

 

多
賀

幼
稚

園
 

（
休

園
：

土
曜

・
日

曜
・

祝
日

：
３

歳
の

誕
生

月
の

翌
月

か
ら

就
学

前
の

子
ど

も
）

 

教
育

時
間

 
8
：

3
0
～

1
4
：

0
0
（

預
か

り
保

育
～

1
6
：

0
0
）

 

 幼
児

教
育

の
無

償
化

 
令

和
元

年
1
0

月
1

日
～

 

３
歳

～
５

歳
 
幼

稚
園

･保
育

園
･こ

ど
も

園
の

利
用

料
 

０
歳

～
２

歳
 
上

記
施

設
を

利
用

す
る

住
民

税
非

課
税

世
帯

の
 

利
用

料
 

 
 

 
 

 
※

対
象

外
の

施
設

有
り

 

-11-



農林水産費＞林業費＞地域再生費  地域再生事業 
 

森林資源を活用した地域経済の活性化、森林関連産業の経済的自立 

多賀町は、町面積の約８６％が森林であり、かつては林業が基幹産業であり、それを取り巻く木材

産業も盛んであった。しかし、収益性の悪化や後継者問題、木材を取り巻く情勢の変化等により双方

ともに衰退してしまった。このため、森林荒廃や森林境界の不明確化が進み、森林の持つ水源涵養等

の多面的機能が十分に発揮されなくなりつつあります。 
 持続的な森林保全と森林経営および森林資源の循環利用を行える基盤づくりを実現するために、原

木流通体制整備、木材乾燥および木材加工体制の整備、販売戦略検討と組織体制構築を行います。 

多賀町産木材の活用を中心とした地域活性化事業 

課題① 
町内で生産された原木が、直

接町外の市場や製材工場等へ

出荷され、町内で加工されに

くい状況となっている。 

課題② 
木材乾燥・加工機械などの設

備が整っていないため、ほと

んどの木材加工を町外で行わ

ざるを得ない。 

課題③ 
町産木材の利用拡大について

検討を重ねてきたが、打開策

にはたどり着いていない。 

事業① 
町内で原木の仕分けを行う

ため、原木流通拠点となる

土場および機械を整備し、

県森林組合連合会が行う県

産材流通システムへ販売を

行う。併せて必要となる原

木仕分け技術者の養成を行

う。 

事業② 
太陽熱利用木材乾燥庫を導

入し低コストの木材乾燥を

行う。町内事業者の要望に

合わせた製材品加工を行

う。併せて、必要となる製材

技術者の養成と実用試験・

コスト検証等を行う。 

事業③ 
町内産木製品の販売促進を

進めるため、多賀町ブラン

ディングと販売戦略の検討

を行う。併せて、組織体制整

備や人材育成を行う。「高取

山ふれあい公園」の全体構

想の見直し等行う。 

効果① 
・木材運搬経費の削減 
・有利販売の実施 
・多賀産の明確化 
・地元消費の窓口 
・雇用拡大 

効果② 
・販売先の確保 
・需給の調整 
・価格の競合回避 
・木材利用率の向上 
・雇用拡大 

効果③ 
・木材と多賀の関連付 
・木製品の販売促進 
・多賀町の知名度向上 
・新規参入促進 
・来町者の増加 
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事業費 7,202万円 所管 議会事務局

■主な経費

７　令和２年度の各事業

　本ページ以降は、令和２年度の各事業を掲載しています。

　議員が条例や予算、決算を審議します。議
員定数は１２名です。
　議会だよりを年４回発行し、議会での審議
内容や一般質問についてお知らせします。

議員報酬等　4,643万円
職員給与等　1,829万円
議会だより発行費　162万円
議事録調整委託料　84万円
各種負担金　204万円

財源内訳

議会費

一般財源

7,193万円

議員研修戻入金等

9万円

事業費のうち、主な経費を記載しています。関連する写真等を掲載しています。

事業費の財源内訳

を表しています。

「事業名称」「事業費」「所管課等」を

記載しています。

事業の概要を

記載しています。
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事業費 2億858万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 952万円 所管 企画課

■主な経費

文書広報費

　広報発行やホームページの管理運営を行
い、わかりやすい情報発信に努めます。引き
続き、森林資源循環を推進するため、間伐材
利用用紙を使用した広報誌を発行します。

財源内訳

広報発行費　587万円
ホームページ運営費　107万円
有線放送運営補助金　250万円

総務一般管理費

　庁舎の光熱水費、電話料金や印刷製本費等
の役場共通の経費を管理します。また、人事
給与事務、財政事務や条例改正のほか、消費
生活に関する事務、ふるさと納税事務、行政
文書の管理や職員の研修・福利厚生を行いま
す。

財源内訳

特別職(町長・副町長)給与等　3,047万円
職員給与等
　(総務課・企画課・会計室)　1億2,112万円
管理消耗品 光熱水費 通信運搬費等　2,487万円
下水道使用料 機器賃借料等　210万円
職員研修負担金　47万円
ふるさと納税寄付者報償費　150万円

一般財源

938万円

広告料

14万円

一般財源

2億406万円

国県支出金

299万円

庁舎使用料等

153万円
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事業費 192万円 所管 会計室

■主な経費

事業費 2,135万円 所管 総務課

■主な経費

財産管理費

　役場庁舎や設備の財産管理、福祉バスの運
行管理など、町有財産を管理します。

財源内訳

本庁舎設備等保守委託経費　650万円
福祉バス運行委託料　473万円
庁舎設備等補修費　145万円
多賀大社前駅コミュニティハウス経費　73万円

会計管理費

　公金の出納や保管、各基金の管理などの会
計事務を行います。また、各課で使用する共
通物品について、調達の支援をしています。
　納入の利便性向上のため、公金のコンビニ
収納を実施しています。

財源内訳

振込振替手数料　44万円
コンビニ収納手数料　7万円
指定金融機関委託料　55万円
機器借上料　78万円

一般財源

2,134万円

庁舎使用料

1万円

一般財源

192万円
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事業費 1,567万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 104万円 所管 総務課

■主な経費

交通安全対策費

　交通指導員を委嘱し、全国交通安全運動期
間などに街頭啓発を行います。
　また、飛び出し人形や看板を購入し、町内
の危険箇所に設置するとともに、警察等関係
機関と連携した啓発活動を行います。

財源内訳

交通指導員報償　21万円
啓発消耗品費　26万円
交通安全協会多賀支部助成金　17万円
交通安全関連負担金　23万円

諸費

　防犯対策事業や区長事務、日置市や三朝町
との交歓行事等を行います。
　また、通学路への防犯カメラの設置を１ヶ
所増やし、児童や生徒の安全を確保します。

財源内訳

防犯灯設置委託料　222万円
自治振興事業交付金　1,000万円
(文書配布費や自警団設置費など各集落に交付します)
日置市交歓事業費　60万円
三朝町交歓事業費　63万円
防犯カメラ設置リース料　59万円

一般財源

1,567万円

一般財源

104万円
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事業費 1,913万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 117万円 所管 企画課

■主な経費

地方創生費

　中山間地域活性化戦略会議を設置し、地域
課題の整理や今後の取り組みについて検討を
進めます。
　また、移住定住を促進するため、都市部で
のＰＲ活動を行うとともに、国・県と協力し
東京圏からの移住者に対する助成を行いま
す。

財源内訳

移住フェア出展費用　　9万円
中山間地域活性化戦略会議経費　8万円
移住就業支援事業補助金　100万円

企画費

　現行の第５次多賀町総合計画が令和２年度
で計画期間を終了することから、引き続き本
計画の効果検証、多賀町の現状分析や課題分
析等を行い、多賀町の今後の１０年を見据え
た第６次多賀町総合計画の策定を行います。
あわせて、多賀町都市計画マスタープランの
策定を行います。
　また、多賀町のまちの人口・産業・行政・
財政などの情報をコンパクトにまとめた多賀
町町勢要覧を作成するための情報収集を行い
ます。

財源内訳

町勢要覧作成委託料　200万円
総合計画策定委員報償費　48万円
まち･ひと･しごと創生推進委員報償費　13万円
行政改革推進委員報償費　8万円
総合計画・都市計画等策定業務委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　 1,540万円
彦根愛知犬上婚活イベント負担金　21万円

一般財源

1,891万円

建物賃貸料

12万円県自治振興交付金

10万円

一般財源

42万円

移住就業支援事業

費補助金

75万円

-17-



事業費 5,082万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 188万円 所管 総務課

■主な経費

人権推進費

　町民や企業への人権啓発事業を実施し、人
権を尊重する明るいまちづくりを推進しま
す。
　秋には、町民のつどい～人権尊重と青少年
育成～を開催します。

財源内訳

人権擁護推進費　62万円
（うち町民のつどい開催費　39万円）
同和対策啓発費　85万円
企業内人権啓発費　40万円

集落活動推進費

　地域での課題が多様化・複雑化する中、集
落の自主的なまちづくりを推進するため、キ
ラリとひかるまちづくり活動支援交付金等を
交付するとともに、若者定住支援事業、空き
家対策事業、移住対策事業を実施し、活気あ
る集落づくりを支援します。また、木造住宅
の耐震化を促進し、災害に強いまちづくりを
進めます。

財源内訳

まちづくり活動支援交付金　1,955万円
コミュニティ助成事業助成金　500万円
個性輝くまちづくり活動支援事業補助金　100万円
長寿社会づくりソフト事業費交付金　89万円
若者定住支援事業　1,154万円
空き家除却補助金　475万円
相続財産管理人選任予納金　600万円
木造住宅耐震改修等事業費補助金　125万円

一般財源

3,872万円

一般財源

133万円

宝くじ助成等

642万円
国県支出金

568万円

国県支出金

46万円

講演会助成金

9万円
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事業費 673万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 7,195万円 所管 企画課

■主な経費

電子計算費

　行政内部の事務を円滑かつ安全に行うため
のシステムの更新、保守を行います。
　情報漏えい等、重大な事故を発生させない
よう、セキュリティ対策を強化します。
　経費の削減とシステム効率化のため、県内6
町での行政情報システムの共同利用をしてい
ます。

財源内訳

６町行政情報システム共同利用料　4,776万円
パソコン等更新費用　858万円
セキュリティ強化対策経費　　372万円

川相出張所費

　川相出張所は、住民票の発行や相談案内な
どの窓口サービス機能の充実のために設置さ
れています。そのための運営や維持管理を行
います。

財源内訳

会計年度任用職員設置費　564万円
管理運営費　109万円

一般財源

673万円

一般財源

6,974万円

国支出金

221万円
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事業費 6,569万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 4,164万円 所管 税務住民課

■主な経費

税務総務費

　税に関する証明書などを窓口で発行するほ
か、軽自動車（多賀町ナンバー）の登録・廃
車の手続きを行っています。
　また、予算編成に必要な税収の見積り、決
算数値などの税務統計の取りまとめなどを
行っています。

財源内訳

職員給与等　3,821万円
システム改修委託料　120万円
軽自動車税申告取扱負担金等　78万円

公共交通対策費

　近隣１市４町で構成する湖東圏域公共交通
活性化協議会にて策定した湖東圏域地域公共
交通再編実施計画に基づき、適正な公共交通
網の構築を行います。バス路線を廃止した地
域においては、愛のりタクシーの利便性を高
め、交通弱者への支援を行います。
　加えて経営難に陥っている近江鉄道線のあ
り方について、滋賀県および沿線５市５町で
検討を重ねていきます。
　また、多賀町公共交通利用促進会議を立ち
上げ、多賀町における公共交通を、より住民
の皆さんのニーズに合わせたものとすること
を目指します。

財源内訳

コミュニティバス運行対策補助金　2,793万円
湖東圏域公共交通活性化協議会負担金
                                                3,635万円
近江鉄道線活性化再生協議会負担金　51万円

一般財源

4,553万円

一般財源

3,291万円

県支出金(バス運行)

376万円

湖東圏域公共交通活性化協

議会返戻金等

1,640万円

県支出金

810万円

事務手数料等

63万円
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事業費 749万円 所管 税務住民課

■主な経費

事業費 2,243万円 所管 税務住民課

■主な経費

戸籍住民基本台帳費

　戸籍法、住民基本台帳法に基づき、各種届
出の受付、相談、編製事務、住所の異動、印
鑑登録、戸籍・住民票等の証明書の交付を行
います。
　平成２８年７月から、マイナンバーカード
を使って、住民票・戸籍抄本・印鑑証明・所
得証明などがコンビニエンスストアで取得で
きます。
　マイナンバーカードは、初回の交付は無料
ですので、作成をおすすめします。

財源内訳

職員給与等　1,317万円
戸籍電算システム改修委託料　118万円
戸籍総合システムリプレース費用　180万円
個人番号カード交付事業負担金　448万円
コンビニ交付事業負担金　70万円

賦課徴収費

　税務システムや委託業務の維持管理を行
い、適正な課税の実現に努めています。
　町税の徴収にあたっては、口座振替やコン
ビニエンスストアでの納付、スマートフォン
アプリを用いた電子決済など、納税義務者が
町税を納付しやすい環境づくりを推進してい
ます。
　また税負担の公平性を実現するため、法律
に基づき、滞納者の預貯金等の財産調査や、
場合によっては財産の差押えを行っていま
す。

財源内訳

画地条件調査及び計算業務委託料　134万円
字限図再製及び地籍図複製委託料　55万円
土地鑑定評価委託料　23万円
給与支払報告書入力委託料　57万円
家屋評価システム保守委託料　66万円
システム改修委託料　133万円

県支出金

300万円

一般財源

1,246万円

手数料等

379万円

国支出金

618万円

一般財源

449万円
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事業費 36万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 357万円 所管 総務課

■主な経費

統計調査費

　国が実施する各統計調査を行います。ま
た、調査員の研修を行い、調査の精度を高め
ます。今年度の調査は次のとおりです。
　学校基本調査・人口動態調査・毎月人口動
態調査・工業統計調査・国勢調査

財源内訳

職員給与等　11万円
調査員報酬　262万円
調査等消耗品費　18万円

選挙費

　公平公正な選挙が実施されるよう啓発を行
います。また、選挙時には、厳正かつ迅速に
投開票事務を行います。
　新成人の方へは、選挙啓発物を配布し、選
挙への関心を高めていただくよう啓発を行い
ます。

財源内訳

選挙管理委員会費　26万円
選挙啓発事業費　10万円

県支出金

1万円

県支出金

353万円

一般財源

35万円

一般財源

4万円
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事業費 69万円 所管 議会事務局

■主な経費

事業費 6,429万円 所管 福祉保健課

■主な経費

監査委員費・公平委員会費

　監査委員は、町の財務、事務事業が法令等
に基づき、公正・適正に行われているかとい
う合法性や、経済性・効率性・有効性の観点
から監査を実施します。また、監査結果、措
置状況を公表します。
　公平委員会は、職員の勤務条件に関する措
置の要求や不利益処分を審査し、必要な措置
を講じます。

財源内訳

監査委員報酬　49万円
研修旅費　13万円
公平委員報酬　2万円

社会福祉総務費

　民生委員・児童委員活動の推進や、地域福
祉全体の向上に取り組みます。また、第２期
多賀町地域福祉計画の基本理念である「みん
なの絆で支えあう安心と温もりのある福祉の
まち」をめざして、社会福祉協議会と連携
し、まちづくりを推進します。

財源内訳

職員給与等　2,546万円
社会福祉協議会補助金　3,169万円
民生児童委員協議会活動事業費　432万円

一般財源

6,205万円

県支出金

195万円

社会福祉法人

負担金 29万円

一般財源

69万円
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事業費 517万円 所管 税務住民課

■主な経費

事業費 7,006万円 所管 税務住民課

■主な経費

国民健康保険費

　国民健康保険は、日頃健康な時から加入者
みんなで保険税を出し合い、医療費の支払い
や加入者の健康づくりに役立てるもので、一
般会計とは別に特別会計を設置し、独立して
運営管理を行っていますが、一定の基準に基
づき、繰出金を特別会計へ支出しています。

財源内訳

高額療養費貸付金　50万円
国民健康保険特別会計繰出金　6,956万円

国民年金費

　国民年金は、日本国内に住所がある２０歳
以上６０歳未満の方が必ず加入しなければな
らない制度です。
　多賀町では、国民年金の資格の取得、喪失
等の異動や年金請求等に係る受付事務を行い
ます。

財源内訳

職員給与等　514万円

一般財源

356万円

国負担金

161万円

一般財源

3,313万円

国県支出金

2,883万円

社会福祉基金繰入金等

810万円
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事業費 1億3,756万円 所管 福祉保健課

■主な経費

事業費 2,788万円 所管 福祉保健課

■主な経費

介護・生活支援費

　介護保険事業は、一般会計とは別に特別会
計を設置し、独立して運営管理を行っていま
すが、一定の基準に基づき、繰出金を特別会
計へ支出しています。
　介護職の人材確保に向けては、介護職員初
任者研修受講補助金を設けています。

財源内訳

介護保険特別会計繰出金　1億3,681万円
介護予防プラン作成委託料　9万円
介護職員初任者研修受講補助金　10万円

老人福祉費

　高齢者が健康で生きがいをもち、安心した
生活が送れるよう、老人クラブや地域サロン
の活動支援や、ひとり暮らし高齢者等への生
活支援を行います。

財源内訳

老人クラブ育成事業　98万円
シルバー人材センター運営補助　1,000万円
高齢者生きがい支援事業　531万円
高齢者生活支援事業　420万円

一般財源

1億3,058万円

国県支出金

583万円

手数料等

115万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円

一般財源

2,555万円

県支出金

91万円

まちづくり基金

39万円

利用者負担金

103万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円
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事業費 1億4,897万円 所管 福祉保健課

■主な経費

事業費 6,461万円 所管 税務住民課

■主な経費

障害福祉費・障害者自立支援費

　障害のある方が、住み慣れた地域で安心し
て自立した社会生活ができるよう、障害福祉
サービスの支給や必要な地域生活支援事業
を、また、自立支援のための医療の助成等を
行います。
　なお、令和２年度は第３次障害者基本計画
及び第６期障害福祉計画を策定します。

財源内訳

障害者生活支援事業　152万円
障害福祉施設運営事業　322万円
介護及び訓練等給付費　1億2,340万円
地域生活支援事業費　1,476万円
自立支援医療助成事業　133万円
障害福祉計画策定委託料　200万円

福祉医療助成費

　子どもや重度心身障害者、母子・父子家庭
等の一定の要件を満たす方の医療保険自己負
担額（一部負担金）を助成します。
　多賀町では、子育て支援として、就学前の
子どもはもちろん、中学を卒業するまでの子
どもの医療費を無料にしています。

財源内訳

福祉医療扶助料　6,200万円
（うち子育て応援医療費 1,196万円）
事務手数料　254万円

一般財源

4,695万円

国県負担金

1億202万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円

一般財源

2,596万円

社会福祉基金

1,031万円

高額療養費返還金

750万円

県負担金

2,084万円
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事業費 1億2,849万円 所管 税務住民課

■主な経費

事業費 1億7,511万円 所管 福祉保健課

■主な経費

後期高齢者医療費

　７５歳以上の人および一定の障害があり、
申請を行なった６５歳以上の人は、後期高齢
者医療制度に加入となり、滋賀県後期高齢者
医療連合が給付を行い、町は保険料の収納や
被保険者証の交付を行います。
　後期高齢者医療事業は、一般会計とは別に
特別会計を設置し、独立して管理運営を行っ
ていますが、一定の基準に基づき、繰出金を
支出しています。

財源内訳

健康診査委託料　117万円
広域連合負担金　9,706万円
後期高齢者医療特別会計繰出金　2,989万円
高齢者健康づくり事業費　35万円

児童福祉総務費・母子福祉費

　児童手当の支給や育児支援助成金、第３子
以上に対しての出産奨励祝金また、ひとり親
家庭の支援等を行っています。
　また、心身に障がいをもつ子ども達への療
育や、令和元年度まで委託事業として実施し
てきた「杉の子クラブ」は令和２年度から放
課後等ディサービスに移行しての実施とな
り、これらの給付費も支出しています。

財源内訳

職員給与等　891万円
児童手当　1億3,305万円
愛犬地域療育事業負担金　1,315万円
障害児通所給付費　1,469万円
育児支援助成金　355万円
出産奨励祝金　80万円

一般財源

1億927万円

県負担金

1,802万円

健診受託収入等

120万円

一般財源

2,206万円
社会福祉基金

356万円

国県支出金

1億4,949万円
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事業費 4億271万円 所管 教育総務課

■主な経費

事業費 1億2,526万円 所管 教育総務課

■主な経費

保育所費

　多賀ささゆり保育園の安全安心な施設運営
に努め、就学前の子どもの健全育成を図りま
す。子育て相談や延長保育を実施し、保護者
支援を実施します。
　衛生管理を行い、献立業務を委託し、園児
にバランスのとれた栄養のある給食を提供し
ます。

財源内訳

職員給与等　1億2,214万円
会計年度任用職員給与等　6,841万円
給食材料費　1,736万円
施設管理委託料　230万円
献立業務委託　213万円
施設型給付費　1億1,413万円
保育所等整備費補助金　3,729万円

認定こども園費

　大滝たきのみやこども園は、幼稚園と保育
所の機能や特徴を併せ持ち、教育と保育を一
体的に行うことで、就学前の子どもの健全育
成を図ります。
　また、新しく整備した園庭や高取山ふれあ
い公園を利用し、自然保育を推進します。

財源内訳

職員給与等　3,653万円
会計年度任用職員給与等　2,095万円
給食材料費（０～２歳児）161万円
施設管理委託料　175万円
施設型給付費　5,811万円

国県支出金

3,043万円 一般財源

2億2,401万円

施設型給付費代理受領分

1億1,413万円

入園負担金・利用料等

3,414万円

うち 地方消費税 社会保障分 2,000万円

国県支出金

50万円

一般財源

5,619万円

施設型給付費代理受領分

5,811万円

入園負担金・利用料等

1,046万円

うち 地方消費税

社会保障分 1,000万円
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事業費 4,671万円 所管 教育総務課

■主な経費

事業費 2,711万円 所管 福祉保健課

■主な経費

子育て支援対策費

　子育て支援センターは、活動場所を「ふれ
あいの郷」に変更し、子育て支援、発達支
援、家庭への支援等きめ細やかな支援を行い
ます。
　また、新入学生通学費助成として、小中学
校入学時に必要なランリュック、スポーツ
バッグ、自転車ヘルメットを配布し、子育て
世代の経済的負担を軽減します。
　放課後児童クラブは、第２学童を清涼ファ
ミリーステーションに開設し、２か所で運営
を行い、小学１～６年生までを受け入れま
す。

財源内訳

職員給与等　661万円
子育て支援センター費　140万円
児童虐待防止ネットワーク事業　12万円
放課後児童クラブ事業　506万円
臨床心理士設置費　252万円
新入学生通学費助成　100万円
会計年度任用職員報酬等　3,000万円

保健事業総務費

　保健・医療の円滑な推進を図るとともに、
健康づくりの取り組みを推進します。
　運動の定着・バランスのとれた栄養摂取を
目的とした健康づくり事業を町民の皆さまに
提供します。

財源内訳

職員給与等　2,240万円
豊郷病院小児科医師確保対策事業負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　179万円
地域保健医療推進事業負担金　164万円
健康づくり講師報償費　40万円

国県支出金

1,531万円 一般財源

2,052万円

社会福祉基金

100万円

保護者負担金等

988万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円

一般財源

2,687万円

社会福祉基金

24万円
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事業費 5,151万円 所管 福祉保健課

■主な経費

事業費 1,598万円 所管 福祉保健課

■主な経費

保健事業費

　各種健（検）診・乳幼児健診・各種教室・
健康相談等の事業を実施し、町民の健康の保
持・増進を推進します。
　令和２年度から胃がん検診に胃内視鏡検査
を導入し、より精度の高い検診体制を整えて
いきます。また、予防接種事業では、ロタウ
イルス予防接種を導入し、感染予防を図りま
す。

財源内訳

成人保健事業　181万円
がん検診事業　1,119万円
結核対策事業　101万円
予防接種事業　2,455万円
母子保健事業　1,219万円
健康推進員育成事業　47万円

総合福祉保健センター事業

　多賀町総合福祉保健センター「ふれあいの
郷」の管理運営を行います。令和２年度でふ
れあいの郷は築２０年となり、施設の経年劣
化が生じており、令和２年度は空調給排水管
設備の修繕やガスヒートポンプの部品の交換
などを行います。

財源内訳

光熱水費等の需要費　749万円
施設管理委託料　602万円
ガスヒートポンプ部品交換等工事　103万円

国県支出金

196万円

一般財源 4,901万円

受診料等

54万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円

一般財源

1,541万円

センター使用料等

56万円

県支出金

1万円
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事業費 2,535万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 1億2,261万円 所管 産業環境課

■主な経費

環境衛生総務費

　環境基本条例に基づき、住民等の環境意識
の向上を図るとともに、衛生的な環境づくり
を推進するため、環境審議会の運営や環境基
本計画に基づく事業の実施、環境学習の推進
に努めます。

財源内訳

職員給与等　1,746万円
紫雲苑(斎場)管理運営負担金　446万円
環境審議会経費　13万円

塵芥処理費

　家庭から排出される生活ごみの収集や、燃
えるごみ、燃えないごみの処理経費の負担を
はじめ、資源回収に対する補助を行い、ごみ
の減量化を推進します。
　また、定期的に不法投棄監視パトロールを
実施し、美しいまちづくりを推進します。

財源内訳

ごみ減量リサイクル事業　118万円
（うち 資源回収奨励金　90万円）
ごみ収集業務事業　4,253万円
湖東広域衛生管理組合負担金　4,701万円
（燃やすごみ）
彦根愛知犬上広域行政組合負担金　3,015万円
（燃えないごみ）
不法投棄対策事業　174万円

まちづくり基金

34万円

畜犬登録手数料

31万円

一般財源

2,471万円

県支出金

89万円

一般財源

1億1,979万円

指定ごみ袋販売代

80万円

琵琶湖保全交付金

90万円

資源ごみ売却代等

23万円
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事業費 5,457万円 所管
産業環境課
地域整備課

■主な経費

事業費 232万円 所管 産業環境課

■主な経費

公害調査費

　河川や井戸の水質調査を定期的に行い、水
質の監視を行うとともに、油等の流出時には
迅速に対応します。
　また、悪臭や騒音・振動等の事案が発生し
た場合には測定業務を行うなど適切に対応
し、住みよい生活環境を守ります。

財源内訳

水質検査委託料　206万円
騒音・臭気測定委託料　27万円

し尿処理費

　し尿・浄化槽汚泥を適正に処理するととも
に、下水道区域外での水洗化率向上を図るた
め、合併処理浄化槽設置と適正な維持管理を
推進し、環境美化を図ります。

財源内訳

湖東広域衛生管理組合負担金　5,083万円
（し尿処理施設）
合併処理浄化槽設置補助　80万円
合併処理浄化槽維持管理補助　292万円

国県支出金

121万円

一般財源

5,336万円

琵琶湖保全交付金

30万円

一般財源

142万円

県支出金

60万円
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事業費 6,850万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 1,493万円 所管 産業環境課

■主な経費

上水道費

　水道事業会計の安定のため、企業債元利償
還金等の一部を繰出金として支出していま
す。

財源内訳

水道事業会計繰出金　6,850万円

農業委員会費

　多賀町の農業を守り、振興を図るために、
農業委員１４名による農地転用許可・利用権
設定等の審議を始めとして、町の農業情勢に
ついて議論していただいています。併せて、
農地利用最適化推進委員６名とともに、農地
パトロール等を実施し、農用地の利用の最適
化に取り組んでいただきます。また、地域に
根差した活動として、対象集落での「人・農
地プラン」の話し合いに参画いただいていま
す。

財源内訳

農業委員会委員報酬　204万円
農地利用最適化推進委員報酬　39万円
職員給与等　975万円
会計年度任用職員報酬等　136万円

一般財源

6,850万円

県支出金

199万円

一般財源

1,272万円

農業者年金委託金等

22万円
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事業費 1,875万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 1,829万円 所管 産業環境課

■主な経費

農業総務費

　地域の農業組合と連携を図りながら、農業
行政を計画的に推進します。
　農業組合長会議を開催し、農業情勢につい
ての情報提供の場を設け、農業諸制度への理
解を深めていただくとともに、適正な農業行
政の執行を推進します。
　また、農業行政へご協力いただいた各集落
の農業組合長への事務委託料を算出し、適正
な支払いを行います。

財源内訳

職員給与等　1,869万円
農業組合長事務委託料　44万円

農業振興費

　環境こだわり農産物の生産にあわせて、地
球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い
営農活動に取り組む農業者グループ等に対し
て支援を行います。
　また、農業に関わる各組織の運営負担金と
生産基盤の充実を図るための補助を行いま
す。生産奨励の支援として特産物の「そば」
の栽培に必要な種子及びミツバチによる受粉
効果の向上、「にんじん」の種子や生産に必
要な機械に対して支援を行い、地元農産物の
普及に努めます。また、地産地消や安全安心
な農作物づくりを推進します。

財源内訳

環境保全型農業直接支払交付金　1,111万円
特産物生産奨励補助　113万円
農業次世代人材投資事業補助　150万円
特産物振興連絡協議会補助　62万円

一般財源

1,858万円

県支出金

17万円

県支出金

727万円
一般財源

1,102万円
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事業費 1,141万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 6,560万円 所管 産業環境課

■主な経費

農村まるごと保全向上対策費

　農地や農業用水を良好に保全するため、地
域ぐるみで取り組む効果の高い共同活動を支
援します。また、過疎化、高齢化の進行を踏
まえ、集落を支える体制の簡素化を図りま
す。
　農業用施設の補修や舗装の更新等、施設の
長寿命化のための活動支援や、農地法面の草
刈、水路の泥上げ、農道の路面維持などの基
礎的保全活動、農村の構造変化に対応した体
制の充実・強化・保全管理構想の作成に対し
て支援を行います。

財源内訳

農村まるごと保全向上対策事業補助　1,141万円

土地改良事業対策費

　農業用水路、農道、ため池等土地改良施設
を管理している土地改良区、農業組合および
農業団体等に対して補助要綱に基づき補助を
行います。また、滋賀県が実施する芹川ダム
および承水路の改修経費の一部を負担金とし
て支出します。

財源内訳

職員給与等　636万円
土地改良区維持管理補助　101万円
芹川ダム改修負担金　2,002万円
犬上川ダム改修負担金　265万円

一般財源

284万円

県支出金

857万円

ふるさと水と土の保全基金利子

3万円
一般財源

1,037万円

県支出金

3,500万円

町債

2,020万円
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事業費 479万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 4,874万円 所管 地域整備課

■主な経費

地域農政推進対策費

　農業生産条件の不便な中山間地域等におい
て、集落等を単位に農用地を維持・管理して
いくための取り決め（協定）を締結し、それ
にしたがって農業生産活動等を行う場合に面
積に応じて一定額を支援します。
　また、「多賀の農業・農山村を考えるつど
い」を開催し、多くの人に農業や林業に関心
をもってもらえるよう取り組んでいます。

財源内訳

中山間地域直接支払補助　427万円
多賀の農業・農山村を考えるつどい費用　12万円

農業集落排水事業費

　農業集落排水事業は、萱原・佐目（佐目、
南後谷、霜ヶ原）２地区の衛生的な生活環境
の保持のため、施設の維持管理を中心に実施
しており、一般会計とは別に特別会計で運営
しています。その一部を、一定の基準に基づ
き繰出金を支出しています。

財源内訳

農業集落排水事業特別会計繰出金　4,874万円

県支出金

332万円

一般財源

134万円

農地中間管理機構委託金

13万円

一般財源

4,874万円
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事業費 991万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 4,320万円 所管 産業環境課

■主な経費

鳥獣害防止対策費

　農業振興を図るため、シカ、イノシシ、サ
ル等の野生獣に対して電気柵または追い払い
などの対策を行う農業団体、集落等への維持
管理費の一部助成を行います。また、獣害調
査や行動域調査を継続し、効果的な対策を実
施します。

財源内訳

会計年度任用職員設置費　338万円
鳥獣害防止総合対策事業補助　110万円
集落獣害自衛組織育成補助　429万円
（緩衝帯及び柵の維持管理経費に対し、一定の補助を
行います）
小規模農地獣害対策補助　35万円

林業総務費

　林業振興を図るため、びわこ東部森林組合
が実施する各種造林事業に対し、国県補助金
の上乗せ補助を実施します。また、高取山ふ
れあい公園や多賀町林業会館の施設修繕など
必要な管理を行うほか、林業関係団体の活動
に対し、補助を行います。
　放置林防止対策境界明確化事業は、集落単
位で山林の境界明確化に取り組む森林組合、
集落、林業団体に対して定額で補助を行いま
す。

財源内訳

職員給与等　2,053万円
彦根市犬上郡営林組合負担金　264万円
造林補助　290万円
生活環境保全林(青龍山)管理費　130万円
高取山ふれあい公園管理費　490万円
林業会館管理費　64万円
放置林防止対策境界明確化事業費　300万円

一般財源

772万円

湖東地域広域事業負担金

124万円

県支出金

95万円

一般財源

4,127万円

林業会館使用料

13万円

琵琶湖保全交付金

180万円
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事業費 1,332万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 453万円 所管 産業環境課

■主な経費

狩猟費

　ニホンジカ、イノシシ、ニホンザルなどの
農林業の生産物や生活被害として被害をおよ
ぼす有害鳥獣の駆除を多賀町猟友会に委託
し、実施します。猟友会が銃器や罠を使用し
て行うほか、産業環境課では集落に対し、檻
の貸し出し事業も実施しています。

財源内訳

有害鳥獣駆除委託料　1,269万円

林道事業費

　多賀町が管理する林道の維持補修や土砂除
去などを実施します。一部の林道において
は、町民の方や観光客の方の利用も多いため
に年間を通じて点検や補修を行っています。
　また、びわこ東部森林組合、大滝山林組
合、彦根市犬上郡営林組合が維持管理する林
道の補修事業に対し、補助を実施します。

財源内訳

林道維持補修工事費　150万円
林道維持補修補助　300万円

一般財源

364万円

県支出金

968万円

一般財源

453万円
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事業費 812万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 1,027万円 所管 産業環境課

■主な経費

治山事業費・間伐実施事業費

　治山事業では、各地先において、集落周辺
の里山を健全な森林へ誘導するための間伐や
人家等にとって危険となる木の伐採など必要
な森林整備を行います。
　間伐実施事業では、びわこ東部森林組合、
大滝山林組合が実施する搬出間伐事業に対
し、補助を実施します。

財源内訳

県単独治山工事　600万円
間伐材有効活用事業補助　212万円

森林税事業費

　滋賀県の森林税事業を活用した事業です。
森林環境学習やまのこは、県内の小学校４年
生を対象に、森林での理解と関心を深めると
ともに、人と豊かにかかわる力をはぐくむた
め、学校教育の一環として、体験型学習を高
取山ふれあい公園等で実施します。

財源内訳

森林環境学習(やまのこ)委託料　994万円
全国植樹祭関係事業　33万円

一般財源

212万円

県支出金

600万円

一般財源

1万円

県支出金

994万円

ビワイチ森づくり補助金

32万円
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事業費 406万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 2,000万円 所管 産業環境課

■主な経費

森林資源循環利用促進費

　町産木材を循環利用することにより、水源
かん養、国土保全などの森林が有する重要な
機能の維持を図るとともに、低酸素社会の実
現を目指します。
　令和元年度も引き続き、町産木材を利用し
た住宅購入、バイオマス燃焼機器の購入に対
する支援や、徐間伐、植栽等の二酸化炭素吸
収源対策に資する森林施業に対する交付金の
交付を行います。

財源内訳

森林多面的機能維持交付金　200万円
町産材利用住宅促進補助　100万円
木質バイオマスストーブ設置補助　10万円

地域再生費

　平成２８年度から平成３０年度までの３年
間で実施した、地方創生推進交付金を活用し
た「森林資源による地域活性化事業」で明ら
かとなった課題に対して、新たに再生計画を
樹立し、内閣府から採択を受け事業を実施
し、林業や木材産業を再び活性化させようと
する取り組みです。
　令和２年度から、原木流通体制整備、木材
乾燥および木材加工体制の整備、販売戦略検
討を行っていきます。

財源内訳

人材育成事業委託料　180万円
製品開発事業委託料　200万円
販売戦略事業委託料　700万円
製材施設整備工事費　920万円

一般財源

406万円

一般財源

1,000万円
国支出金

1,000万円
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事業費 24万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 2,744万円 所管 産業環境課

■主な経費

畜産業費・水産業費

　犬上山系の清流に恵まれた多賀町における
水産資源や河川環境を保全するため、大滝漁
業組合の運営費用および小学校高学年と実施
する、環境学習（稚魚放流）に対する補助を
行います。
　また、家畜に対する伝染病検査への補助を
行います。

財源内訳

伝染病等予防注射補助　2万円
大滝漁業組合補助　22万円

商工振興費

　空き店舗対策・創業者支援等を実施し、町
内商工業の賑わいを創出するとともに、地域
全体の活性化を図ります。
　また、商工会と連携を図り、小規模事業者
の経営指導、融資相談および振興資金利子の
補給などを実施し、経営安定や成長発展を支
援します。
　その他、多賀ふるさと楽市の実施などに取
り組みます。

財源内訳

職員給与等　944万円
商工会運営補助　770万円
ふるさと楽市開催費　200万円
住宅リフォーム補助　600万円
がんばる商店応援補助　80万円
振興資金利子補給金　15万円
そば消費促進補助金　15万円

一般財源

24万円

一般財源

2,728万円

小口資金預託金元金収入

16万円
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事業費 1,422万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 2,214万円 所管 地域整備課

■主な経費

観光費

　観光協会と連携を図り、観光ＰＲ等の誘客
促進事業を展開するとともに、広域観光事業
を推進します。また、歴史文化遺産を観光資
源として活かし、観光客の誘致および観光に
よる経済効果の創出を図ります。
　その他、観光地ライトアップ事業を継続す
るとともに、絵馬通りでのスタンプラリー事
業への補助を行い、観光資源の魅力化・地域
活性化および誘客促進を図ります。

財源内訳

観光事業推進委託料　69万円
観光協会補助　530万円
絵馬通り活性化事業補助金　90万円
観光ライトアップ事業委託料　400万円
歴史文化遺産観光資源化事業委託料　142万円

道路橋梁総務費

　道路管理や道路占用許可、屋外広告物許可
に関する事務を行います。
　また、新設・改良・廃止した町道や橋梁を
道路台帳に整理し、管理を行います。
　県が実施する道路改良事業の多賀町分の負
担金を支出します。

財源内訳

職員給与等　1,102万円
道路台帳整備費　100万円
県営事業負担金　525万円
（道路改良事業分　390万円）
（スマートＩＣ事業分　135万円）

一般財源

1,121万円

国県支出金

270万円

まちづくり基金

19万円

レンタサイクル

利用料等

12万円

一般財源

1,679万円

県支出金

50万円

屋外広告物手数料

15万円町債

470万円
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事業費 1,931万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 3億2,814万円 所管 地域整備課

■主な経費

道路橋梁新設改良費

　生活基盤の充実を図るため、町道の新設改
良・舗装修繕を行うとともに、ガードレール
等の交通安全対策施設を整備し、安全・安心
なまちづくりを推進します。
　また、計画的に橋梁の安全性の確保と長寿
命化を図ります。

財源内訳

職員給与等　3,011万円
測量設計等委託料　1億1,900万円
道路改良工事費　1億3,110万円
交通安全対策工事費　200万円
里道改良工事費　600万円

道路橋梁維持費

　町道の補修や修繕、路肩の除草等を行い、
利用者にとって安全な道路を維持します。
　降雪時には、除雪作業を実施します。町道
の除雪基準は、積雪が１０ｃｍ以上としてい
ます。

財源内訳

道路維持管理・補修費　593万円
除雪対策費　1,338万円

一般財源

5,249万円

町債

9,930万円

地元寄附金

187万円

NEXCO中日本

負担金

5,000万円

国県支出金

1億2,448万円

一般財源

1,891万円

県支出金

40万円
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事業費 8,835万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 373万円 所管 企画課

■主な経費

都市計画総務費

　都市計画法に基づき、まちの健全な発展と
秩序ある整備を図るため、土地利用や施設の
整備および開発事業に関する事務や都市公園
の適正な維持管理を行います。

財源内訳

都市計画審議会委員報酬　　28万円
都市公園指定管理料　　　　220万円
設計審査委託料　　　　　　81万円

河川総務費

　河川を適正に維持管理し、住民の安全確
保、環境保全を図ります。
　また、県が実施する急傾斜地崩壊対策事業
の多賀町分の負担金を支出します。

財源内訳

河川愛護団体補助　127万円
県営事業負担金　918万円
急傾斜地崩壊対策工事費　7,650万円

一般財源

149万円

県支出金

7,106万円

町債

1,580万円

一般財源

371万円

県支出金

2万円
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事業費 1億3,221万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 1,125万円 所管 地域整備課

■主な経費

都市計画諸費

　国土調査法に基づき、地籍調査を実施しま
す。地籍調査とは、法務局の登記簿および公
図をもとに、土地ごとの所有者、地番、地
目、境界を調査し、測量および面積測定を
行った結果をもとに法務局の登記情報を修正
するものです。

財源内訳

地積調査費　980万円

公共下水道費

　下水道事業は、将来にわたって衛生的で快
適な生活を持続すべく、安定的な経営に取り
組むため、令和２年度から公営企業会計方式
を採用し運営します。その一部を、一定の基
準に基づき繰出金を支出しています。

財源内訳

下水道事業会計繰出金　1億3,221万円

一般財源

1億3,221万円

一般財源

375万円

県支出金

750万円
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事業費 8,600万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 1億5,077万円 所管 総務課

■主な経費

常備消防費・非常備消防費

　常備消防業務は彦根市へ委託しています。
　非常備消防業務では、消防団を組織し、火
災等の災害に備え、安心・安全なまちづくり
を推進します。

財源内訳

消防事務委託料　1億3,126万円
消防団員報酬　275万円
職員給与等　928万円
消防団活動補助　53万円

都市再生整備計画費

　観光資源を活用した賑わいのある住みよい
まちづくりを目標に、町道多賀絵馬通り線の
道路整備を行います。
　また、大手橋の待避所を設置し、通行の安
全性を向上します。

財源内訳

測量設計等委託料　500万円
絵馬通り整備費　3,700万円
大手橋待避所工事費　4,400万円

一般財源

980万円

国支出金

3,360万円

町債

4,260万円

一般財源

1億5,077万円
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事業費 1,351万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 462万円 所管 総務課

■主な経費

災害対策費

　災害に備え、備蓄備品を整備するとともに
防災訓練を実施します。また、有事には、応
急対応を迅速に行い、住民の生命・財産を守
る体制を整えます。

財源内訳

防災備品購入費（備蓄食糧）　50万円
応急災害復旧委託料（多賀工業会）　30万円
特別災害復旧事業補助　90万円
防災訓練費　30万円

消防施設費

　地域の消防センターや消火栓の維持管理を
行うとともに、非常用の衛生電話を備え、災
害に備えます。

財源内訳

消防防災施設等整備補助　95万円
消火栓負担金　1,152万円
（水道事業会計へ繰出）

一般財源

1,351万円

一般財源

447万円

県支出金

15万円
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事業費 8,708万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

事業費 1,446万円 所管
教育総務課
学校教育課
生涯学習課

■主な経費

教育委員会費・事務局費

　町長部局から独立した行政機関として、町
の教育の方針や施策を決定します。また、住
民の意見や国・県から情報を収集し、教育振
興に努めます。

財源内訳

教育委員報酬　52万円
会計年度任用職員報酬等　1,718万円
特別職（教育長）給与等　1,192万円
職員給与等　5,561万円

教育振興費

　幼稚園、小学校、中学校の総合的な教育振
興を図るための経費です。
　学校支援地域コーディネーターを設置し、
学校と地域の連携を図るほか、エキスパート
による「夢の教室」の開催や平和学習会、土
曜講座（中学生）を開催し、子どもたちの健
全育成を図ります。
　中学生の海外派遣研修を実施し、国際力豊
かな生徒を育てます。

財源内訳

学校支援地域コーディネーター設置費　176万円
土曜講座講師委託料　79万円
通級指導教室運営負担金　48万円
中学生海外派遣研修事業　542万円
※新型コロナウイルス感染症対策として、生徒の安全を優
先し令和２年度の実施を見送ることとしました。

一般財源

8,708万円

一般財源

1,179万円

海外研修参加費

200万円

県支出金

67万円
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事業費 1億5,428万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

事業費 872万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

小学校管理費

　多賀小学校・大滝小学校の運営、施設管理
を円滑に行うとともに、教育環境の向上、充
実を図ります。令和２年度は、多賀小学校で
は体育館の暗幕の更新、渡り廊下の改修を行
います。
　引き続き、特別支援教育支援員を設置する
とともに、英語教育を推進します。
　また、衛生管理に努め、安全でバランスの
とれた栄養のある学校給食を提供します。

財源内訳

会計年度任用職員(特別支援教育支援員)給与等　1,003万円

会計年度任用職員(講師)給与等　755万円
外国語指導業務委託料　468万円
施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　1,770万円
通学バス運行費　1,572万円
職員給与等　1,928万円
給食事業費　4,063万円

小学校教育振興費

　教材備品や学校図書等を充実させるととも
に、ＩＣＴ設備を活用した授業を実施し、児
童の学力の向上を図ります。また、「たんぼ
のこ」や「やまのこ」事業などの体験学習や
校外学習により、さまざまな力を養います。
　教育の機会均等を図るため、経済的理由に
より就学が困難な児童に対して援助を行いま
す。

財源内訳

消耗品等需要費　155万円
教材備品購入費　85万円
児童用図書購入費　90万円
要保護・準要保護児童援助費　337万円
修学旅行補助　13万円

一般財源

1億2,957万円

給食費保護者負担金等

2,082万円

一般財源

743万円

県支出金

129万円

県支出金

389万円
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事業費 1億983万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

事業費 765万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

中学校管理費

　多賀中学校の運営、施設管理を円滑に行う
とともに、教育環境の向上、充実を図りま
す。引き続き、ＡＬＴ（外国語指導助手）を
配置し、英語教育を推進するほか、令和２年
度は、音楽準備室のエアコン設置、テニス
コートの一部改修を行います。

財源内訳

会計年度任用職員(特別支援教育支援員)給与等
418万円
外国語講師設置費　405万円
会計年度任用職員(講師)給与等　1,291万円
施設管理保守委託料　279万円
施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　754万円
給食事業費　4,328万円
通学バス運行費　1,809万円

中学校教育振興費

　教材備品や学校図書等を充実させるととも
に、ＩＣＴ設備を活用をした授業により、生
徒の学力向上を図ります。また、部活動経費
や大会参加経費の補助を行い、生徒の健全な
育成に努めます。
　教育の機会均等を図るため、経済的理由に
より、就学が困難な生徒に対して援助を行い
ます。

財源内訳

消耗品等需要費　66万円
教材備品購入費　50万円
生徒用図書購入費　19万円
要保護・準要保護生徒援助費　323万円
部活動推進・大会補助　66万円
修学旅行補助　26万円

一般財源

9,872万円

給食費保護者負担金等

1,111万円

一般財源

759万円

県支出金

6万円
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事業費 6,861万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

事業費 3,541万円 所管 生涯学習課

■主な経費

社会教育総務費

　青少年の健全な育成を図る事業を展開しま
す。
　また、家庭・地域・学校が互いに連携を深
め、子どもの健やかな成長を育むぬくもりあ
る環境づくりを推進します。

財源内訳

職員給与等　2,632万円
青少年育成推進費　255万円
人権教育推進費　69万円
家庭教育支援費　18万円
体験活動推進費　33万円
町史編纂事業費　487万円

幼稚園費

　多賀幼稚園において、就学前の子どもに対
して、幼児期の特性や発達課題を的確に踏ま
えて、望ましい習慣や態度の育成を目指した
教育を行います。

財源内訳

職員給与等　2,266万円
会計年度任用職員報酬等　1,707万円
管理運営消耗品等　176万円
施設管理保守委託料　33万円
施設型給付費　2,590万円

一般財源

4,269万円

施設型給付費代理受領分

2,590万円

保護者負担金

2万円

一般財源

3,414万円

県支出金

27万円

まちづくり基金 75万円

講座受講料等 25万円
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事業費 2,029万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 365万円 所管 生涯学習課

■主な経費

保健体育費

　スポーツに親しみながら、健康増進につな
がる環境づくりに努めます。多賀町スポーツ
推進計画に基づいた事業を展開します。

財源内訳

町スポーツ協会補助　64万円
少年団体育成補助　45万円
スポーツ教室開催費　5万円
聖火リレー経費　105万円
※聖火リレー事業は、オリンピックの延期に伴い、令和３
年度に延期となりました。

公民館費

　中央公民館「多賀結いの森」の運営管理を
行います。
　新たに、ささゆりホールを活用した事業や
地域の団体との協働による事業に取り組むほ
か、サークル活動等の支援や各種講座、展示
の開催を通じて、生涯学習の推進と生きがい
づくりを応援します。

財源内訳

会計年度任用職員報酬等　809万円
ホール活用事業出演者等報償費　60万円
施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　451万円
施設設備維持・保守委託料　386万円
公民館まつり経費　6万円

一般財源

1,913万円

公民館使用料等

116万円

一般財源

264万円

県支出金

100万円

体育講座受講料

1万円
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事業費 4,005万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 126万円 所管 生涯学習課

■主な経費

武道館費・勤労者体育センター費

　武道館、勤労者体育センターの維持管理を
行います。
　各施設を適切に管理し、利用者が快適に利
用できる施設づくりを行います。

財源内訳

施設管理費
　武道館費　15万円
　勤労者体育センター費　111万円

海洋センター費・滝の宮スポーツ公園費・町民グランド費

　指定管理者制度により、社会体育施設（Ｂ
＆Ｇ海洋センター、滝の宮スポーツ公園、町
民グランド、町民テニスコート）の管理を行
います。

財源内訳

職員給与等　541万円
社会体育施設指定管理料　3,428万円

自動販売機設置費

47万円

一般財源

3,959万円

施設賃借料

60万円

一般財源

66万円
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事業費 4,766万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 1,716万円 所管 生涯学習課

■主な経費

あけぼのパーク多賀管理費

　あけぼのパーク多賀（図書館・博物館・文
化財センター）の維持管理を行います。
　今年度は、高圧設備の部分改修や遊具設置
に伴う測量業務委託を行います。

財源内訳

施設管理消耗品・光熱水費・燃料費　911万円
遊具設計委託料・施設設備維持保守委託料
                                                  520万円
施設補修工事費　57万円

文化財保護費・歴史民俗資料館費

　文化財センターの維持管理と遺跡の発掘調
査や民俗資料の調査整理を行います。また、
町内の貴重な文化財を調査し、保護を行いま
す。
　胡宮神社社務所庭園および敏満寺石仏谷墓
跡の整備事業のほか、昨年度策定した歴史文
化基本構想に基づき、文化財を保存・活用し
ます。

財源内訳

職員給与等　1,014万円
埋蔵文化財発掘調査費　200万円
敏満寺遺跡史跡整備費　1,000万円
埋蔵文化財発掘調査受託事業費　206万円
歴史文化基本構想費　271万円
歴史民俗資料館管理費　53万円

一般財源

3,545万円

国県支出金

1,164万円

発掘調査受託金等

57万円

一般財源

1,699万円

自動販売機設置費等

17万円
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事業費 5,235万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 2,223万円 所管 生涯学習課

■主な経費

図書館費

　幅広く親しまれる学びと交流の場である生
涯学習の拠点として、住民の多様なニーズに
的確に応えていくため、図書館資料の収集・
提供に努めるとともに、全域サービスという
図書館機能に対応する移動図書館の巡回を
行っていきます。

財源内訳

職員給与等　1,884万円
会計年度任用職員設置費　1,600万円
システム保守点検委託料　42万円
学校図書室運営事業費　395万円
図書・資料購入費　635万円
読書活動推進団体補助　1万円

博物館費

　常設展示に加え、古代ゾウ発掘プロジェク
ト事業、企画展やギャラリー展、多賀の自然
を生かした観察会、講演会等を開催します。
　令和２年度は、滋賀県立陶芸の森陶芸館、
甲賀市立水口歴史民俗資料館等と連携し、信
楽焼を紹介する展示を開催します。

財源内訳

委員報酬・会計年度任用職員報酬　445万円
職員給与・会計年度任用職員手当　723万円
企画展関連消耗品費・燃料費・印刷製本費
                                              　83万円
燻蒸・標本作製委託料　93万円

一般財源

5,234万円

資料コピー代等

1万円

一般財源

2,000万円

施設使用料等

33万円

助成事業助成金

190万円
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事業費 4億9,321万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 585万円 所管 総務課

■主な経費

公債費

　これまでに多賀町内の道路や学校施設等を
整備するときに借り入れた町債に対しての令
和２年度における償還額です。

財源内訳

元金償還額　4億2,616万円
利子償還額　4,051万円
一時借入金利子　99万円

基金費

　基金は、町の預貯金で各年度の財源不足を
調整するための財政調整基金や、将来の大き
な支出に備えて積み立てている特定目的基金
があります。

財源内訳

財政調整基金積立金　77万円（利子分）
減債基金積立金　7万円（利子分）
多賀町まちづくり基金積立金
　　　　　　　500万円（ふるさと納税分）

一般財源

4億9,321万円

基金利子

85万円

寄附金

500万円

一般財源

0万円
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（単位：千円･％）

款　　別 令和２年度 構成比 令和元年度 構成比 比較増減 増減率

１．町　　　　　税 1,842,615 38.5 1,808,735 39.7 33,880 1.9

２．地　方　譲　与　税 59,800 1.3 50,900 1.1 8,900 17.5

　　　自動車重量譲与税 30,000 0.6 30,000 0.7 0 0.0

　　　地方揮発油譲与税 12,000 0.3 12,000 0.3 0 0.0

      森林環境譲与税 17,800 0.4 8,900 0.2 8,900 100.0

３．県　税　交　付　金 236,200 4.9 160,900 3.5 75,300 46.8

　　　地方消費税交付金 110,000 2.3 95,000 2.1 15,000 15.8

地方消費税交付金
（社会保障財源分） 80,000 1.7 49,000 1.1 31,000 63.3

　　　利子割交付金 1,400 0.0 1,400 0.0 0 0.0

　　　配当割交付金 4,000 0.1 4,000 0.1 0 0.0

　 　 株式等譲渡所得割交付金 3,000 0.0 3,000 0.1 0 0.0

      法人事業税交付金 37,800 0.8 0 - 37,800 皆増

      自動車取得税交付金 0 0.0 4,500 0.1 ▲ 4,500 皆減

　　　自動車税環境性能割交付金 0 0.0 4,000 0.1 ▲ 4,000 皆減

４．地方特例交付金 5,000 0.1 26,220 0.6 ▲ 21,220 ▲ 80.9

　　　地方特例交付金 5,000 0.1 6,000 0.1 ▲ 1,000 ▲ 16.7

　　　子ども・子育て支援臨時交付金 0 0.0 20,220 0.4 ▲ 20,220 皆減

５．地　方　交　付　税 909,000 19.0 835,000 18.3 74,000 8.9

　　　普通交付税 709,000 14.8 635,000 14.0 74,000 11.7

　　　特別交付税 200,000 4.2 200,000 4.4 0 0.0

６．交通安全対策特別交付金 2,000 0.0 1,000 0.0 1,000 100.0

７．分担金及び負担金 41,707 0.9 51,684 1.1 ▲ 9,977 ▲ 19.3

８．使用料及び手数料 9,098 0.2 16,059 0.4 ▲ 6,961 ▲ 43.3

９．国　庫　支　出　金 391,866 8.2 343,558 7.6 48,308 14.1

10．県　支　出　金 356,161 7.5 324,677 7.1 31,484 9.7

11．財　産　収　入 3,292 0.1 3,265 0.1 27 0.8

12．寄　　附　　金 6,875 0.1 11,283 0.3 ▲ 4,408 ▲ 39.1

13．繰　　入　　金 174,597 3.7 304,087 6.7 ▲ 129,490 ▲ 42.6

14．繰　　越　　金 40,000 0.8 40,000 0.9 0 0.0

15．諸　　収　　入 354,189 7.4 202,032 4.4 152,157 75.3

16．町　　　　　債 347,600 7.3 371,600 8.2 ▲ 24,000 ▲ 6.5

歳　入　合　計 4,780,000 100.0 4,551,000 100.0 229,000 5.0

１．自主財源 2,472,373 51.7 2,437,145 53.6 35,228 1.4

２．依存財源 2,307,627 48.3 2,113,855 46.4 193,772 9.2

第１表　令和２年度　一般会計　歳入予算の状況
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令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

１ 703,820 677,420 26,400 3.9

均 等 割 12,800 12,400 400 3.2

所 得 割
( 滞 納 繰 越 分 含 む )

315,000 312,000 3,000 1.0

均 等 割
( 滞 納 繰 越 分 含 む )

54,020 53,020 1,000 1.9

法 人 税 割 322,000 300,000 22,000 7.3

２ 1,058,715 1,052,715 6,000 0.6

1,058,000 1,052,000 6,000 0.6

内 土 地
( 滞 納 繰 越 分 含 む )

222,000 223,000 ▲ 1,000 ▲ 0.4

家 屋 430,000 423,000 7,000 1.7

訳 償 却 資 産 406,000 406,000 0 0.0

715 715 0 0.0

３ 29,080 27,600 1,480 5.4

４ 50,000 50,000 0 0.0

５ 1,000 1,000 0 0.0

1,842,615 1,808,735 33,880 1.9

第２表　令和２年度　一般会計　税目別予算の状況

区　　　　　　分

市 町 村 民 税

内
　
　
訳

個
人

法
人

（単位：千円・％）

普　通　税　計   (１～６)

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

鉱 産 税

固 定 資 産 税

内
　
　
訳

純 固 定 資 産 税

交 付 金
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（単位：千円･％）

令和２年度 構成比 令和元年度 構成比 比較増減 増減率

1,061,783 22.2 788,432 17.3 273,351 34.7

特別職 62,564 1.3 64,238 1.4 ▲ 1,674 ▲ 2.6

一般職 353,031 7.4 334,932 7.4 18,099 5.4

会計年度
任用職員

195,628 4.1 0 0.0 195,628 皆増

特別職 15,794 0.3 15,826 0.3 ▲ 32 ▲ 0.2

一般職 191,130 4.0 190,647 4.2 483 0.3

会計年度
任用職員

32,523 0.7 0 0.0 32,523 皆増

特別職 22,967 0.5 23,270 0.5 ▲ 303 ▲ 1.3

一般職 169,091 3.5 159,519 3.5 9,572 6.0

会計年度
任用職員

19,055 0.4 0 0.0 19,055 皆増

782,013 16.4 982,351 21.6 ▲ 200,338 ▲ 20.4

22,447 0.5 13,404 0.3 9,043 67.5

560,316 11.7 439,021 9.7 121,295 27.6

650,880 13.6 638,607 14.0 12,273 1.9

149,354 3.1 130,504 2.9 18,850 14.4

501,526 10.5 508,103 11.2 ▲ 6,577 ▲ 1.3

603,626 12.6 671,710 14.8 ▲ 68,084 ▲ 10.1

0 0.0 0 0.0 0 -

493,212 10.3 467,659 10.3 25,553 5.5

5,850 0.1 10,792 0.2 ▲ 4,942 ▲ 45.8

0 0.0 0 0.0 0 -

1,160 0.0 1,162 0.0 ▲ 2 ▲ 0.2

594,713 12.5 533,862 11.7 60,851 11.4

4,000 0.1 4,000 0.1 0 -

4,780,000 100.0 4,551,000 100.0 229,000 5.0

２．物件費

一部事務組合負担金

３．維持補修費

４．扶助費

５．補助費等

１３．予備費

合　　　　　計

６．普通建設事業費

９．積立金

１０．投資及び出資金

１１．貸付金

１２．繰出金

その他

７．災害復旧事業費

８．公債費

内

訳

第３表　令和２年度　一般会計　性質別予算構成

性　　質　　別

手 当

共済費

１．人件費

内

訳

報　酬

給　料
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（単位：千円･％）

目　的　別 令和２年度 構成比 令和元年度 構成比 比較増減 増減率

　１．議会費 72,019 1.5 71,583 1.6 436 0.6

　２．総務費 551,623 11.5 555,318 12.2 ▲ 3,695 ▲ 0.7

　３．民生費 1,396,811 29.2 1,209,864 26.6 186,947 15.5

　４．衛生費 367,951 7.7 417,503 9.2 ▲ 49,552 ▲ 11.9

　５．農林水産業費 296,156 6.2 276,701 6.1 19,455 7.0

　６．商工費 41,665 0.9 46,348 1.0 ▲ 4,683 ▲ 10.1

　７．土木費 691,131 14.5 416,274 9.1 274,857 66.0

　８．消防費 168,905 3.5 187,482 4.1 ▲ 18,577 ▲ 9.9

　９．教育費 690,677 14.5 887,476 19.5 ▲ 196,799 ▲ 22.2

１０．災害復旧費 0 0.0 0 0.0 0 -

１１．公債費 493,212 10.3 467,659 10.3 25,553 5.5

１２．諸支出金 5,850 0.1 10,792 0.2 ▲ 4,942 ▲ 45.8

１３．予備費 4,000 0.1 4,000 0.1 0 0.0

歳　出　合　計 4,780,000 100.0 4,551,000 100.0 229,000 5.0

第４表　令和２年度　一般会計　目的別予算構成
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令和２年度 令和元年度 比較増減 増減率

808,827 854,834 ▲ 46,007 ▲ 5.4

873,077 856,840 16,237 1.9

111,650 103,613 8,037 7.8

3,964 3,964 0 0.0

186 135 51 37.8

1,376 1,380 ▲ 4 ▲ 0.3

173 173 0 0.0

5,360 5,335 25 0.5

59,060 58,061 999 1.7

1,863,673 1,884,335 ▲ 21,686 ▲ 1.2

収入 391,287 337,968 53,319 15.8

支出 337,459 321,670 15,789 4.9

収入 50,010 70,010 ▲ 20,000 ▲ 28.6

支出 216,430 192,096 24,334 12.7

収入 429,661 － 429,661 皆増

支出 424,747 － 424,747 皆増

収入 132,758 － 132,758 皆増

支出 259,723 － 259,723 皆増

収益的収支

資本的収支

下水道事業会計

水道事業会計

資本的収支

多賀財産区管理会特別会計

農業集落排水事業特別会計

大滝財産区管理会特別会計

霊仙財産区管理会特別会計

合　　計

収益的収支

（単位：千円・％）

第５表　令和２年度　特別会計及び企業会計の予算状況

会　計　別

国民健康保険特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

育英事業特別会計

びわ湖東部中核工業団地公
共緑地維持管理特別会計
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（単位：千円）

区      分
令和元年度末
現 在 高 見 込

令和２年度中
積 立 額

令和２年度中
取 崩 額

令和２年度末
現 在 高 見 込

財政調整基金 929,001 767 150,000 779,768

減債基金 50,213 72 0 50,285

海外研修事業基金 0 0 0 0

ふるさと水と土の保全基金 32,000 0 0 32,000

土地開発基金(現金） 43,185 0 0 43,185

まちづくり基金 3,066 5,001 1,982 6,085

社会福祉基金 100,620 0 22,615 78,005

中央公民館建設基金 12,354 0 0 12,354

公共施設等維持管理基金 50,000 10 0 50,010

一般会計　計　① 1,220,439 5,850 174,597 1,051,692

育英事業基金　② 45,870 0 3,864 42,006

びわ湖東部中核工業団地
公共緑地維持管理基金　③

346,785 0 4,674 342,111

合　　　計
①+②+③

1,613,094 5,850 183,135 1,435,809

第６表　普通会計（一般会計・育英・公共緑地）の基金の状況
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増 減

公共事業等債 870,188 922,276 104,700 63,529 963,447

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 0 61,800 0 0 61,800

学校教育施設等整備事業債 220,441 209,531 0 11,675 197,856

社会福祉施設整備事業債 221,990 197,935 0 25,213 172,722

一般補助施設整備等事業債 134,123 132,050 0 7,919 124,131

施設整備事業債（一般財源化分） 114,100 110,025 0 4,080 105,945

一般事業債 2,120 0 0 0 0

地域活性化事業債 221,664 215,798 63,000 5,873 272,925

防災対策事業債 21,117 51,565 0 1,843 49,722

地方道路等整備事業債 647,774 551,255 14,900 111,005 455,150

緊急防災・減災事業債 257,279 280,428 0 33,176 247,252

補助直轄災害復旧事業債 16,757 22,084 0 1,133 20,951

一般単独災害復旧事業債 11,200 12,300 0 0 12,300

減税補てん債 32,265 24,983 0 6,402 18,581

臨時税収補てん債 0 0 0 0 0

上水道出資債 47,949 47,089 0 2,373 44,716

臨時財政対策債 2,482,722 2,480,110 165,000 180,664 2,464,446

一般会計合計　① 5,301,689 5,319,229 347,600 454,885 5,211,944

２．特別会計

増 減

下水道事業債 2,732,455 2,573,648 80,000 232,755 2,420,893

下水道事業債（農集） 395,381 374,477 0 21,334 353,143

水道事業債 2,877,374 2,823,479 50,000 97,630 2,775,849

特別会計　合計　② 6,005,210 5,771,604 130,000 351,719 5,549,885

合　　　　計
①+②

11,306,899 11,090,833 477,600 806,604 10,761,829

１．一般会計                                　　　　　　　　　　　        （単位:千円）

区　　分
平成３０年度末
現　　在　　高

令和元年度末
現 在 高 見 込

令和２年度中増減高

第７表　地方債の残高状況

令和２年度末
現 在 高 見 込

区分
平成３０年度末
現　　在　　高

令和元年度末
現 在 高 見 込

令和２年度中増減高 令和２年度末
現 在 高 見 込
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〒５２２－０３４１ 滋賀県犬上郡多賀町多賀３２４番地 

多賀町役場 総務課 

TEL ０７４９－４８－８１１１（代） 

有線 ２－２００１ 

FAX ０７４９－４８－０１５７ 

E メール soumu@town.taga.lg.jp 

※この冊子は５００部作成し、１部当たりの単価は１２６円（税抜）です。 
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